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事業事前評価表（開発調査） 

作成日：平成 19 年 10 月 4 日 

担当グループ：経済開発部 第 2グループ 

１．案件名  

パラオ国 電力供給改善マスタープラン調査 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

パラオ国コロール島及びバベルダオブ島における中長期の電力の安定供給を実現するため

に、2010 年から 2025 年を対象とした電力開発計画の策定と、優先プロジェクトのプレ F/S を

実施することを目的とする。併せてパラオ電力公社に対して計画策定および運用改善に係る技

術移転を行う。 
 

（２）調査期間  

2008 年 1 月～2008 年 7 月 

 

（３）総調査費用 0.7 億円  

 

（４）協力相手先機関  

資源開発省（MRD：Ministry of Resources and Development） 

パラオ電力公社（PPUC：Palau Public Utilities Corporation） 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

対象分野：電力開発計画 

対象地域：パラオ国コロール島、バベルダオブ島 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点  

 パラオ国の首都機能、観光産業等経済活動の中心であるコロール島及び最大の島であるバ

ベルダオブ島における電力は、Aimeliik 発電所及び無償資金協力により増設された Malakal 発
電所により供給されているが、近年の人口増、一人当たりの電気利用の増加、観光産業の発展

等により電力需要は年率約 4％増加しており、2007 年には既存設備の発電容量を超えると予測

されている。また、既存の発電所及び送変電設備のメンテナンス不足、1987 年に運転開始した

Aimeliik 発電所の老朽化等により、既存の電力設備にも問題を抱えている。 
 これまで我が国は、全国 16 州の内 11 州を占め、全人口 20,000 人の約 9 割が居住しているコ

ロール島及びバベルダオブ島を対象に、送配電設備（1985-1986、1993-1995、1997-1998）及

び発電設備（1996）の整備に係る無償資金協力を実施するなど、電力供給の安定化、電化率向

上に大きく貢献してきた。しかしながら、電気事業を監督・運営する資源開発省、パラオ電力

公社の計画策定能力、運転維持管理能力は未だ低く、将来的に予見される電力危機に対する対

策も十分検討できない状況にある。このため、電力開発計画の策定と、実現のための資金調達

の検討、パラオ電力公社の経営改善、人材育成、運用改善への協力が必要とされている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ  

パラオ国政府は、2009 年 9 月に COMPACT に基づく財政支援が終了することから、2010 年まで

の経済的自立を政策目標として掲げ、重要な社会経済インフラの改善、拡張整備を進めるべく

努力している。社会経済インフラの中でも電力の安定供給は、政府の最重要課題とされており、

本調査は、中長期的な電力安定供給を実現するための電力開発、電気事業改善のための国家計

画と位置付けられる。 
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（３）他国機関の関連事業との整合性  

電力セクターへの他国機関の協力は、米国の COMPACT による資金協力が COMPACT 開始当初行

われた以外特に無かったが、2006 年の電力危機への緊急対応には、空港建設のために供与され

た台湾からのソフトローンが流用されている。 

また、再生可能エネルギー開発に関しては、1980 年代に米国エネルギー省による太陽光発電

（SHS）の試験的な導入への協力が行われ、近年では、EU による新首都におけるグリッド接続太

陽光発電プロジェクトが計画されている。本調査では、これら個別の試験的なプロジェクトの

結果も参考に将来の再生可能エネルギー利用について検討し、電力開発計画に反映させる必要

がある。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

 日本国政府は、無償資金協力による発電設備及び送配電設備の整備を実施しており、パラオ

国の電力セクターに大きく貢献してきた。 

 本協力は、JICA 国別事業実施計画では、援助重点分野「公共サービス」、開発課題「社会経済・

公共インフラ整備および管理運営能力の向上」に対応し、公共インフラ整備プログラムに位置

付けられる。 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目 

基礎調査段階 

1)基礎調査（既存資料の収集・分析及び現地踏査） 

ア．パラオ国の電力・エネルギー政策、法制度、組織体制 

イ．パラオ国の社会・経済状況及び開発計画 

ウ．パラオ国の電気事業 

電力開発計画検討段階 

2)電力需要の予測 

ア．既存電力需要予測のレビュー 

イ．経済政策、成長率予測、開発計画のレビュー 

ウ．デマンドサイドマネジメントの検討 

エ．各地域毎の電力需要の予測 

3）電力開発計画の策定 

ア．再生可能エネルギーを含む電力供給オプションの検討 

イ．発電所建設計画の検討 

ウ．送配電設備拡張計画の検討 

エ．電力設備運用改善（O&M、人材育成、システム改善）の検討 

オ．戦略的環境アセスメントの実施 

カ．電気料金設定等、経営改善方策の検討 

キ．所要投資資金の試算、資金計画の検討 

プレ F/S 段階 

4）プレ F/S の実施 

ア．発電、送配電に係る優先プロジェクトの予備設計の実施 

イ．環境社会配慮の検討 

ウ．経済財務分析 

エ．資金計画の検討 

技術移転 

5）カウンターパートへの技術移転 

ア．ワークショップの開催 

イ．電力設備 O&M マニュアルの作成 

 

（２）アウトプット（成果）  

 １）電力供給改善マスタープランの策定 
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２）優先プロジェクトのプレ F/S の実施 

３）電力開発計画策定、電力設備維持管理に係る技術移転、人材育成 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

ア．総括/電力開発計画／１ 

イ．ディーゼル発電計画／１ 

ウ．電力需要予測／１ 

エ．送配電整備計画／１ 

オ．再生可能エネルギー導入計画／１ 

カ．経済財務分析／１ 

キ．環境社会配慮／１ 

合計 7 名 

（ｂ）その他 研修員受入れ 

研修員受入れ 予定無し 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

・策定されたマスタープランに基づき、電源開発と、送配電設備の整備が行われる。 

・実施されたプレ F/S に基づき、既存発電機のリプレース、その他の電力設備の拡張が実現

する。 

（２）活用による達成目標  

 ・計画的な電源開発と、送配電設備の整備により、電力の安定供給に寄与する。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情  

 ・経済事情の悪化による電力開発、電力利用の停滞。 

 ・電力・エネルギー政策の変更。 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

  特になし。 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

JICA 環境社会配慮ガイドラインによる本調査のカテゴリ分類は B であり、必要な情報公開を

行うと共に、戦略的環境アセスメントの実施など、計画段階からの適切な配慮を行う。 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

「スマトラ系統電力開発運用強化計画調査」においても、電力開発計画策定に関する技術移

転セミナーを開催し、技術移転を行っているが、期間、内容共に更に充実させて欲しいとの要

望がカウンターパート機関からあった。本調査では、PPUC を中心に、資源開発省も含めてそれ

ぞれの担当内容に応じて、先方のニーズを確認しつつ十分な技術移転を行えるよう配慮する。

また、運用改善については、「ジャワ・バリ地域発電設備運用改善計画調査」においても設備

運用状況の分析を行っているが、本調査では簡単な電力設備維持管理マニュアルも作成し、点

検、スペア部品の準備等、出来るところから改善が図れるよう配慮する。 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

（ａ）活用の進捗度 

・策定された電力開発計画に基づき、パラオ国の電源開発、送配電設備整備が実行され 

ているか。 

 ・実施されたプレ F/S に基づき、既存発電機のリプレース、その他の電力設備の拡張への

準備が進められているか。 

 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

・計画的な電源開発、送配電設備整備により、電力の安定供給が実現されているか。 
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（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期  

 フォローアップ調査等によるモニタリング（2009 年度以降） 

（注）調査にあたっての配慮事項 




